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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第14期

第２四半期累計期間
第13期

会計期間
自平成28年10月１日
至平成29年３月31日

自平成27年10月１日
至平成28年９月30日

売上高 （千円） 5,407,850 9,627,522

経常利益 （千円） 302,495 315,862

四半期（当期）純利益 （千円） 207,927 207,338

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 1,209,422 1,205,052

発行済株式総数 （株） 4,570,000 4,512,500

純資産額 （千円） 3,333,843 3,117,176

総資産額 （千円） 4,098,852 3,814,190

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 45.75 61.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 44.50 58.61

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 81.32 81.71

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 294,634 298,254

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △47,144 △7,943

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 8,740 1,879,525

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,583,848 2,327,288

 

回次
第14期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.55

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、第13期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第13期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、平成28年８月31日に東京証券取引所マザーズへ上場したため、第13期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新規上場日から第13期事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算

定しております。

６．１株当たり配当額については、無配のため記載しておりません。
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７．当社は、平成28年６月８日付で普通株式１株につき50株の株式分割を行っております。第13期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益額を算定しております。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、第13期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分

析は行っておりません。

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により緩やかな回復基調が続いております

が、新興国経済の減速や米国のトランプ政権誕生などにより、海外経済の先行きは依然として不透明な状況です。

　当社が属するリユース業界では、引き続きスマートフォンを利用して個人間でリユース品を売買する“フリマア

プリ”等の浸透により、市場が拡大傾向にあります。このような環境の下、当社はリユース・ブランド及びファッ

ション商品等(バッグ、洋服、時計、アクセサリ、財布、その他)に特化した買取・販売を、「ネット専業リユース

事業」及び「その他事業」として展開してまいりました。

　買取面では、引き続き買取サイト「ブランディア」に関するマス広告を行ったほか、当社が保有する買取関連サ

イト群の利便性を高める改修を行い、各提携先と宅配買取をご利用頂くためのサービス連携を進めてまいりまし

た。以上の結果、買取サイトの訪問者数が増加し、当第２四半期累計期間における買取申し込み件数は236,490件

（前年同期比26.5%増）、買取金額は2,577,977千円（前年同期比10.4%増）となりました。

　販売面では、比較的低単価な商品の出品に注力した結果、当第２四半期累計期間における売上総利益率は51.1%

となりました。また、「ヤフオク！ベストストアアワード2016」では、年間ベストストア総合グランプリを獲得

し、８年連続での受賞となったほか、平成29年３月には、新販路「Wowma!」への同時出品を本格的に開始いたしま

した。自社販路である「ブランディアオークション」の売上構成比は前事業年度における17.6%から当第２四半期

累計期間においては19.3%へ向上いたしました。一方、前期後半に出品を開始した「Yahoo!ショッピング」も順調

に売上高を伸ばし、同サイトの売上構成比は当第２四半期累計期間において7.7%となりました。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の業績につきましては、売上高は5,407,850千円、営業利益は301,022千円、

経常利益は302,495千円、四半期純利益は207,927千円となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

① ネット専業リユース事業

ネット専業リユース事業については、引き続き広告宣伝の増加に基づき買取商品が増加した結果、販売が増加

し、外部顧客に対する当第２四半期累計期間の売上高は4,930,935千円、セグメント利益（売上総利益）は

2,644,879千円となりました。

② その他事業

その他事業については、外部顧客に対する当第２四半期累計期間の売上高は476,914千円、セグメント利益（売

上総利益）は119,055千円となりました。
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(2）財政状態の分析

（流動資産）

　当第２四半期会計期間末の流動資産は、前事業年度末に比べて236,305千円増加し、3,838,434千円（前事業

年度末比6.6%増）となりました。これは主に、現金及び預金の増加（同255,567千円の増加）によるものであ

ります。

（固定資産）

　当第２四半期会計期間末の固定資産は、前事業年度末に比べて48,356千円増加し、260,418千円（前事業年

度末比22.8%増）となりました。これは主に、有形固定資産の増加（同46,902千円の増加）によるものであり

ます。

（流動負債）

　当第２四半期会計期間末の流動負債は、前事業年度末に比べて56,160千円増加し、668,975千円（前事業年

度末比9.2%増）となりました。これは主に、未払法人税等の増加（同18,546千円の増加）によるものでありま

す。

（固定負債）

　当第２四半期会計期間末の固定負債は、前事業年度末に比べて11,833千円増加し、96,033千円（前事業年度

末比14.1%増）となりました。これは資産除去債務の増加（同11,833千円の増加）によるものであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べて216,667千円増加し、3,333,843千円（前事業年

度末比7.0%増）となりました。これは主に、利益剰余金の増加（同207,927千円の増加）によるものでありま

す。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて256,560千

円増加し、2,583,848千円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間の営業活動により増加した資金は294,634千円となりました。

　その主な増加要因は、税引前四半期純利益302,495千円、主な減少要因は、売掛金の増加45,265千円であり

ます。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間の投資活動により減少した資金は47,144千円となりました。

　その主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出46,224千円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間の財務活動により増加した資金は8,740千円となりました。

　その増加要因は、新株予約権の行使による株式の発行による収入8,740千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,990,000

計 12,990,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年５月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,570,000 4,570,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

計 4,570,000 4,570,000 － －

　（注）提出日現在の発行数には、平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年１月１日～

平成29年３月31日
－ 4,570,000 － 1,209,422 － 1,119,672
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（６）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＢＥＥＮＯＳ株式会社 東京都品川区北品川４丁目７－３５ 2,607,500 57.06

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 350,000 7.66

尾嶋　崇遠 神奈川県鎌倉市 280,000 6.13

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 211,000 4.62

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 95,400 2.09

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 53,300 1.17

BNY GCMCLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号

決済事業部）

39,100 0.86

石田　和也 東京都品川区 35,000 0.77

BARCLAYS BANK PLC A/C CLIENT　

SEGREGATED A/C PB CAYMAN CLIENTS

（常任代理人 バークレイズ証券株

式会社）

1 CHURCHILL PLACE LONDON E14 5HP

（東京都港区六本木６丁目10－１）
32,900 0.72

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目１４番１号 28,900 0.63

計 － 3,733,100 81.69
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,569,500 45,695 －

単元未満株式 500 － －

発行済株式総数 4,570,000 － －

総株主の議決権 － 45,695 －

 

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社デファクトスタンダード(E32577)

四半期報告書

 8/17



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年１月１日から平成29

年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年10月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、優成監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成28年９月30日）
当第２四半期会計期間
（平成29年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,326,868 2,582,435

売掛金 220,340 265,605

商品 995,002 929,063

貯蔵品 1,577 1,585

その他 58,340 59,745

流動資産合計 3,602,128 3,838,434

固定資産   

有形固定資産 139,224 186,126

無形固定資産 6,535 6,675

投資その他の資産 66,301 67,616

固定資産合計 212,061 260,418

資産合計 3,814,190 4,098,852

負債の部   

流動負債   

買掛金 39,221 38,486

未払法人税等 100,616 119,163

その他 472,977 511,325

流動負債合計 612,814 668,975

固定負債   

資産除去債務 84,199 96,033

固定負債合計 84,199 96,033

負債合計 697,014 765,008

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,205,052 1,209,422

資本剰余金 1,121,079 1,125,449

利益剰余金 790,302 998,230

株主資本合計 3,116,434 3,333,102

新株予約権 741 741

純資産合計 3,117,176 3,333,843

負債純資産合計 3,814,190 4,098,852
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 5,407,850

売上原価 2,643,916

売上総利益 2,763,934

販売費及び一般管理費  

雑給 496,937

広告宣伝費 689,487

その他 1,276,486

販売費及び一般管理費合計 2,462,911

営業利益 301,022

営業外収益  

受取利息 11

為替差益 330

助成金収入 1,130

その他 1

営業外収益合計 1,472

経常利益 302,495

税引前四半期純利益 302,495

法人税、住民税及び事業税 100,361

法人税等調整額 △5,793

法人税等合計 94,567

四半期純利益 207,927
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 302,495

減価償却費 12,500

受取利息 △11

為替差損益（△は益） △330

助成金収入 △1,130

売掛金の増減額（△は増加） △45,265

たな卸資産の増減額（△は増加） 65,932

買掛金の増減額（△は減少） △735

未払金の増減額（△は減少） 48,285

その他の資産の増減額（△は増加） 4,067

その他の負債の増減額（△は減少） △9,722

小計 376,085

利息の受取額 11

法人税等の支払額 △82,592

助成金の受取額 1,130

営業活動によるキャッシュ・フロー 294,634

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △46,224

無形固定資産の取得による支出 △919

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,144

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 8,740

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,740

現金及び現金同等物に係る換算差額 330

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 256,560

現金及び現金同等物の期首残高 2,327,288

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,583,848
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用方針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
当第２四半期累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 2,582,435千円

預け金（流動資産その他） 1,412

現金及び現金同等物 2,583,848

 

 

（株主資本等関係）

　当第２四半期累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期損益
計算書
計上額
(注)２

 
ネット専業
リユース事業

その他事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,930,935 476,914 5,407,850 － 5,407,850

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 4,930,935 476,914 5,407,850 － 5,407,850

セグメント利益 2,644,879 119,055 2,763,934 △2,462,911 301,022

　（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 45.75円

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 207,927

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 207,927

普通株式の期中平均株式数（株） 4,544,725

  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 44.50円

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 128,141

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－

 

 

（重要な後発事象）

自己株式の取得について

　当社は、平成29年４月27日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、下記のとおり自己株式を取得することを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　将来において、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため。

２．取得に係る事項の内容

（1）取得対象株式の種類　　　　当社普通株式

（2）取得する株式の総数　　　　80,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　 （発行済株式総数に対する割合 1.75％）

（3）株式の取得価額の総額　　　120,000千円（上限）

（4）自己株式取得の期間　　　　平成29年４月28日から平成29年９月30日まで

（5）自己株式取得の方法　　　　自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年５月８日

株式会社デファクトスタンダード  

 取締役会　御中 

 

 優成監査法人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　健文　　㊞

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 篠塚　伸一　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社デファ

クトスタンダードの平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第14期事業年度の第２四半期会計期間（平成29年１月

１日から平成29年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年10月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社デファクトスタンダードの平成29年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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